
総合戦略評価シート

【基本目標１】地方における安定した雇用を創出する
外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

梅の機能性研究・機能性表示

活用補助金事業
5,500 3,000 2,800 うめ課 B ①製造品出荷額

293億円

(H24)

288億円

(H26)

283億円

(H27)
20%増 C

海外向けに梅文化（梅＝健

康）の発信・販路開拓事業
0 6,015 628 うめ課 B ②農業所得額

5.3億円

(H26)

16.3億円

(H28)

27.6億円

(H29)
20%増 A

ホテル食の梅推進事業 0 378 209 うめ課 B ③農業産出額
81.9億円

(H25)

60.3億円

(H27)

70.8億円

(H28)
100億円 D

世界農業遺産認定事業 4,677 13,480 11,143 うめ課 A ④梅料理教室回数 新規
1回

(H28)

1回

(H29)
3回 D

うめ食育推進事業 531 2,582 1,910 うめ課 A

南高梅誕生50周年記念事業 687 0 0 うめ課 B

食育副読本の作成事業 5,400 0 0 うめ課 A

②
商工業、商店

街支援施策

商工業者・商店街への支援強

化として、後継者育成支援を行

い、新規事業所の育成を促進

します。

商工会補助事業 13,700 15,020 15,500

商店街活性化のための、プレミアム商

品券発行への補助や、商工会青年

部等が企画する事業の支援・協力、

新規創業者への支援を実施継続。

プレミアム商品券は好評のため、平成

30年度はプレミアム率を引き上げた。

産業課 C ①製造品出荷額
293億円

(H24)

288億円

(H26)

283億円

(H27)
20%増 C

女性の感性を活かした6次産業

の推進事業
0 3,110 0 うめ課 B ①農林水産業の体験学習

8回

(H26)

6回

(H28)

4回

(H29)
12回 D

若年層・女性層定住者就農支

援事業
0 0 0 産業課 D ②鳥獣による農作物被害

5,294千円

(H26)

5,075千円

(H28)

4,519千円

(H29)
3,706千円 B

子ども、学生向けに農山漁村で

の体験学習事業
1,040 1,125 1,244

うめ課・

産業課
B ③新規就農者数

9人

(H26)

3人

(H28)

9人

(H29)
12人 C

後継者の居ない条件の良い耕

作地を必要とする人への貸出事
2,100 1,183 355 産業課 C

鳥獣害対策支援事業 22,279 23,823 28,779 産業課 B

営農支援事業 9,875 10,741 10,408 産業課 B

④ 林業振興施策

みなべ町の重要資産である、山

の資源を有効活用し、資源の

流通及び販売の拡大を目指し

ます。また、後継者の育成を図

るとともに製炭窯の修理に対す

る補助や備長炭生産安定のた

めの対策を推進します。

作業道の整備についても推進す

るとともに、森林組合の技術力

向上・経営体質強化、民間素

材生産事業者との連携を図って

いきます。

製炭窯の修理補助・安定対策

補助事業
1,365 1,681 1,640

製炭窯を修繕し生産の安定を図る。

また、事業実施により生産者の技術

の向上とPR活動につなげる。

産業課 C ①備長炭生産者数
34人

(H26)

31人

(H28)

32人

(H29)

34人

(現状維持)
D

農業振興施策③

地域活性化に女性の感性を活かし、

女性が活躍できる地域づくりを促進す

るため、全国ウメ生産者女性サミット

や女性セミナーを開催し、地域資源を

活用した6次産業化の推進に取り組

んだ。

鳥獣害対策支援事業では、防護柵

の整備への補助及び有害の捕獲を

行った。(H29年度2,023頭)

営農支援として、パイプハウスの新設

等の補助により、野菜花きの維持・振

興を図る。

若年、女性、定年者への就農

支援及び次期後継者世代への

魅力発信を行い、後継者問題

への対応を行います。また、営

農支援を強化し、農業経営の

安定を図ります。

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

項番 備考

機能性研究・PRについては、うめの効

能や研究成果を逐次メディアに発信

することで、消費者の「梅干＝塩分が

高い」という概念を少しずつ払拭し、梅

の消費量も安定している。

世界農業遺産認定による、海外への

梅の発信、人材育成、事業への住民

の参画、住民の自主的な活動を支援

を推進することで、住民参画、また自

主的な活動が活発化している。

うめ食育推進、ホテル食の梅推進な

ど、地域全体で梅文化の発信、また

次世代を担う子どもたちへの出前授業

をリピーターだけでなく新規校を開拓し

ている。出前授業の要望は増え続け

ている。

また、改植による園地の若返りを推進

し、生産安定に向けた取り組みを実

施した。

①
みなべの梅消

費拡大施策

みなべの梅消費拡大を目指すこ

とを前提に、梅・梅干の海外進

出、外食産業への売り込みか

ら、世界農業遺産認定による、

梅のブランド力向上と新商品の

開発を行います。また、改植によ

る園地の若返りを推進します。

農業産出額が、基準値時点での算出方法と平成26年以降とで

は異なる。

新旧で比べると約10億円の差額（安くなる）が生ずる。



総合戦略評価シート

外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

項番 備考

⑤ 漁業振興施策

資源管理型漁業推進の強化を

行い、うめ産業や山産業との連

携で流通・販売の拡大や産業

観光の充実を図ります。また、海

藻の群落（藻場）が著しく衰

退し、磯焼け状態になっているた

め、藻場の造成及び育成を図る

ことにより、磯根資源の回復を

図り、漁獲量の増加、漁家所

得の向上、6次産業化を目指し

ます。

磯根漁場再生事業

中間育成定着化推進事業
900 900 900

磯根漁場再生事業は、長期的に継

続して引き続き実施し、今後はその成

果も検証していく。

他産業との連携、6次産業化、担い

手確保のため、新たに協議会を設立

し、必要な事業を検討する。

平成30年度において、地域漁業の経

営安定、向上、担い手育成などを議

論するため、みなべ町漁業振興協議

会を立ち上げた。

産業課 C ①漁獲量
3,593ｔ

(H25)

2,619ｔ

(H27)

2,529ｔ

(H28)

3,593ｔ

(現状維持)
D

⑥
総合戦略推

進施策

ひとがしごとをつくり、しごとがひと

をよぶ好循環を創り出し、みなべ

町の人口減少に歯止めをかけ

地域の創生を図ります。

県の総合戦略担当課と意見交

換をしながら、県と市町村が一

体になって地方の創生に取り組

みます。

総合戦略策定事業 9,634 0 0

基幹産業である第1次産業と観光資

源の融合を図り、雇用の創出を生み

出すとともに、人口減少に歯止めをか

け、地域の活性化を生み出す総合戦

略を策定するために必要な専門的調

査等を実施した。

『みなべ町人口ビジョン』及び『みなべ

町総合戦略』を策定。

総務課 －

施策・事業内容の評価欄について

A：KPIの達成に向けて事業を推進し、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて事業を推進し、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて事業を推進したが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて次年度以降、事業を実施する予定である

E：KPIの達成に向けての事業推進が不順であった

外部検討委員会の評価欄について

A：KPIの達成に向けて施策等が推進され、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて施策等が推進され、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて施策等が推進されたが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて今後の施策等の推進に期待する

E：KPIの達成に向けての施策等の推進が不十分である



総合戦略評価シート

【基本目標２】地方への新しいひとの流れをつくる
外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

教育旅行受入事業 134 5,412 6,144 うめ課 A ①教育旅行受入数
4,948人

(H26)

5,392人

(H28)

4,595人

(H29)
6,000人 D

外国人観光客受入強化事業 1,225 3,353 1,093 うめ課 B ②外国人宿泊客数
45,031人

(H26)

50,851人

(H28)

42,175人

(H29)
60,000人 D

総合観光イベント事業 559 401 390 うめ課 B ③年間観光客数
655,206人

(H26)

649,787人

(H28)

626,502人

(H29)
20%増 D

「温泉と梅」健康プロジェクト 0 0 0 うめ課 D ④年間宿泊客数
176,768人

(H26)

175,719人

(H28)

173,002人

(H29)
210,000人 D

観光案内所及びレンタサイクル

設置事業
0 0 0 うめ課 D

ほんまもん体験発掘・推進事業 0 0 0
うめ課・

産業課
B

みなべブランドPR事業 0 0 53 うめ課 B

梅干＝健康＝スポーツ推進事

業
1,017 5,412 1,866

うめ課・

教育学習課
A ①イベント集客数

4,000人

(H26)

5,300人

(H28)

6,000人

(H29)
10,000人 B

みなべの食PR（梅料理開発、

UME-1グランプリ開催等）事
1,798 3,353 3,000 うめ課 A ②年間観光客数

655,206人

(H26)

649,787人

(H28)

626,502人

(H29)
20%増 D

スポーツ交流を活かした梅製品

のPR事業
319 401 0 うめ課 B ③製品開発数 新規

0品

（H28）

0品

（H29）
5品 E

Wi-Fi設置事業 2,862 0 0 産業課 B ④うめ振興館年間入館数
33,958人

(H26)

50,205人

(H28)

49,552人

(H29)
41,000人 A

観光・特産品PR事業 6,304 0 5,178 うめ課 B

うめ振興館活用検討事業 60 0 2,572 うめ課 B

梅付加価値販売事業 0 0 0 うめ課 E

備考項番

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

②

地域資源を活

用した観光振

興施策

みなべ町の自然が織りなす豊富

な資源を活用し、観光振興を

強化します。

海洋からの資源をはじめ、山岳

からの豊かな資源は、みなべ町

の特産品である梅を生み出し、

日本一の生産高を誇ります。

また、この資源を有効に活用し

た観光振興を行います。観光振

興の一環としては、イベントPRの

強化を行い、町民による梅とス

ポーツを融合した環境づくりとし

て、スポーツに欠かせない梅商

品の開発と町内消費の取り組

みから、町内スポーツ環境の向

上による梅消費量の促進、ス

ポーツ交流を活かした梅製品の

PRを実施します。

このような様々なイベントを通

し、若者が行きたい、集まりたい

町をつくります。

また、「みなべ・田辺の梅システ

ム」の魅力発信基地創設と体

験交流飲食施設を設置し、新

たな魅力づくりを発信します。梅

への更なる付加価値を高めた特

産品を開発し、外国人を意識し

た販売を強化します。

日体大との「スポーツ・健康に関する

協定」をきっかけに、毎年みなべ町の

中学生を大学に派遣、また大学から

講師を招き、講演会を実施している。

また今後、大学学生への食育授業や

日体幼稚園への出前授業への展開

も要望がある。

スポーツ＝梅のPRイベントでは、日体

大、東海大、文教大への梅製品の提

供を行った。また首都圏でのマラソン大

会でアスリート向け梅製品（ウメパワ

プラス）の販売を昨年度に引き続き、

3大会で行い、徐々に周知されてき

て、買い求めに来られるランナーが増え

た。

うめ振興館の活用については、世界

農業遺産の認定後、拠点施設として

捉え、展示内容の変更・修正・多言

語化を進めている。今後はうめ振興館

を拠点とした観光プランの検討を進め

ていく。

①

観光客誘致

推進及び支援

施策

地域の自然や風土、文化・芸

能を活かした観光事業を展開す

るとともに、旅行会社や広告会

社のプランナーを招集し観光イベ

ントを企画宣伝します。

梅林時期に多くなる観光客に対

し、玄関口でもある南部駅に観

光協会のみなべの観光マップを

設置し、訪れてくれた方にみなべ

町の違う面（ウミガメや町内の

飲食店等）もアピールしながら、

また訪れたくなるような町としての

情報を提供します。

教育旅行受入促進のため、H28年

度から教育旅行の宿泊補助を始め、

また宿泊施設とともに積極的にPRを

行った結果、H28年度より11団体受

入数が増えた。また全国的に訪日外

国人の誘客が進む中、本町でも地域

全体でインバウンド対策に取り組み、

観光施設や看板等の多言語化、啓

発ツールの多言語化を薦めている。

新たな、ほんまもん体験の発掘につい

て、新しく作るのではなく、今あるものを

活かした体験の検討のため、お寺での

体験の検討を町内の住職等に協力を

求め、検討を行い、平成30年度に商

品化を目指す。

２人目のふるさと大使の任命、またふ

るさと奨学生のイベントへの活用によ

り、みなべファンを広げることで、みなべ

ブランドのPRを展開している。



総合戦略評価シート

外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

備考項番

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

③
移住・定住促

進施策

安心して暮らせる住宅地の整備

を促進します。また、空き家情

報を収集し有効利用を図りま

す。

空き家の利用促進事業 0 939 0

町内にある空家の調査を行い、その

情報をデータベース化した。

しかしながら、利用可能な空き家の活

用には至っていない。

産業課・

建設課
C ①空き家の有効利用数 新規 0件 0件 3件 E

施策・事業内容の評価欄について

A：KPIの達成に向けて事業を推進し、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて事業を推進し、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて事業を推進したが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて次年度以降、事業を実施する予定である

E：KPIの達成に向けての事業推進が不順であった

外部検討委員会の評価欄について

A：KPIの達成に向けて施策等が推進され、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて施策等が推進され、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて施策等が推進されたが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて今後の施策等の推進に期待する

E：KPIの達成に向けての施策等の推進が不十分である



総合戦略評価シート

【基本目標３】若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

①
結婚促進施

策

未婚化・晩婚化・晩産化の流

れを変えるため、若い世代の婚

活イベントを開催して、男女の

出会いの場を提供する事業を

展開し、若者の結婚を促進する

とともに出生率の向上を図りま

す。

また、若者が「結婚」や「子育て」

に持つマイナスイメージを変える

ため、結婚や子育ての楽しさやう

れしさ等、婚活イベントを通して

意識の啓発を図ります。

婚活イベント事業 0 683 559

異性に出会う機会が少ないことが、未

婚化、晩婚化の課題となっていること

から、出会いの創出を図るため、出会

いの場となるイベントなどを開催する団

体等に対し、補助する制度を創設し

た。

カップル成立者もできたことから、今後

も民間団体による婚活イベントを支援

する。

総務課 A ①イベント実施回数 新規
6回/年

(H28)

4回/年

(H29)
1回/年 A

②
出産支援施

策

若い世代に対して、家庭科学

習や乳幼児との保育体験、さら

に、乳幼児健診での中学生思

春期体験学習を通して、いのち

の尊さ、子育ての大切さ、楽しさ

に関する教育を推進していきま

す。また、出産環境の充実を図

り、不妊治療に対し助成を行う

ことで出生率の向上を図ります。

不妊治療助成金事業 180 539 466

町内中学生を対象に、乳幼児健診

の場を利用した思春期体験学習を行

ない、子育ての楽しさや、大変さ、自

分の家族への感謝の気持ち等を学ん

だ。体験前には、事前学習をし、命の

大切さ等について学習した。体験終

了後、教育長から命についての話をし

ていただき、理解を深められた。平成

28年度より、一般不妊治療費の助

成を、上限30,000円から50,000円

に上乗せしています。併せて、特定不

妊治療費の助成も上限50,000円で

実施しています。これらより、子どもを

産み育てたい夫婦の経済的負担を軽

減でき、不妊治療の開始や継続がし

やすくなった。

健康長寿課 A ①利用申請件数
6件

(H26)

13件（一

般不妊治

療７件・特

定不妊治

療6件）

(H28)

10件（一

般不妊治

療４件・特

定不妊治

療6件）

(H29)

10件/年 A

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

備考項番
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外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

備考項番

生涯を通じた切れ目のない子育

て支援の充実事業
2,233 2,352 2,298

住民福祉課

健康長寿課
B ①合計特殊出生率

1.62

(H24)
1.62 1.62 1.73 B

子育て支援センター事業 7,059 7,617 5,295
教育学習課

住民福祉課
B

こども園設置事業 0 0 0
教育学習課

住民福祉課
B

一時預かり保育事業 1,299 768 1,468
教育学習課

住民福祉課
B

希望者クラブ入所事業 14,654 27,096 27,005 教育学習課 B

①奨学金貸付人数
15人

(H26)

11人

(H28)

9人

(H29)
20%増 A

②奨学金給付人数 新規
3人

(H28)

3人

(H29)
1人/年 A多子世帯の教育を促進するた

めに、多額な教育費用に対する

経済的負担を軽減するため所

得条件等をつけて奨学金を助

成します。特に多子世帯で複数

人が大学へ進学している場合の

家計の費用負担が重くなり、大

学進学時の学費、住居費が多

額であることが、少子化の要因

の１つになっています。

多子世帯や貧困世帯の場合、

家計の都合で大学を諦めること

も多いと考えられるため、平成

29年度から奨学金給付制度を

開始し、高校卒業者の大学進

学の道を開きます。

奨学金事業 7,380

〔貸付型〕

能力があるにもかかわらず、経済的理

由によって修学困難の者に対して、奨

学金を貸与することにより教育の機会

均等を図り、地域社会に貢献する有

為の人材を育成する。

・平成29年度中貸付9名4,020千

円

・平成29年度中返還71人

12,958,000円

〔給付型〕

学費の支弁が困難と認められる大学

生等のうち、みなべ町の広報・宣伝活

動等に協力し、町情報の発信拠点と

なってふるさとを応援する志のある者に

対し、修学に必要な資金を支給する

ことを目的に、平成28年度より制度

開始。

・平成29年度3名給付決定

教育学習課5,580 4,020④
奨学金支援

施策
A

③
子育て支援施

策

妊婦届出時や妊婦教室からの

特定妊婦の把握を行い、早い

段階での子育て支援の関わりを

開始します。妊産婦・乳幼児へ

の家庭訪問や乳幼児健診をす

ることにより、妊娠・出産・育児

の切れ目ない支援について一層

の充実を図ります。また、育児中

の親が好きな時間を選んで働け

るようにするための子育て支援セ

ンターを増やします。こども園の

設置推進や一時預かり保育の

実施、希望クラブへのスムーズな

入所等も図っていきます。

妊娠届出時やマタニティー＆ベビーサ

ロン等の教室を通し、支援が必要な

方については、電話相談、家庭訪

問、他機関につないだり等している。

乳幼児健診では、母親がゆったり相

談できるようスタッフの充実を図ってい

ます。

子育ての支援については、地域子育

て支援センターで、親子ふれあい開放

保育や情報交換の場として育児講

座、サークル支援を行っています。

認定こども園の設置については、平成

28年4月1日に上南部保育所が上

南部こども園に認定されて保育事業

が充実し、一時預かり保育事業も引

き続き実施しています。

働く保護者の支援策としての放課後

子どもクラブについては、小学校空教

室及び専用施設にて運営し、希望児

童すべてを受けれています。特に平成

29年度からは新たに1学童を増設し、

受入体制と保育環境の充実をはかっ

施策・事業内容の評価欄について

A：KPIの達成に向けて事業を推進し、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて事業を推進し、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて事業を推進したが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて次年度以降、事業を実施する予定である

E：KPIの達成に向けての事業推進が不順であった

外部検討委員会の評価欄について

A：KPIの達成に向けて施策等が推進され、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて施策等が推進され、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて施策等が推進されたが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて今後の施策等の推進に期待する

E：KPIの達成に向けての施策等の推進が不十分である

合計特殊出生率について、基準年における数値は、2008-2012

年であり、新しい数値は、2013-2017年となることから、近いうちに

発表されると思われます。



総合戦略評価シート

【基本目標４】時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する
外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

①
コミュニティバス

整備施策

生活に欠かせない交通環境は、

町内34地区に居住する町民

（特に高齢者）にとって必要不

可欠なものであるため、買い物、

医療施設への通院等の利便性

を向上させるために交通手段の

強化を図り、生活に不便のない

環境を実現します。コミュニティバ

スの充実を図り、子どもから高齢

者まで利用しやすい交通政策を

進めていきます。

コミュニティバス更新費用の助成

事業
4,300 0 0

先行型交付金を活用し、車両の更

新を図った。ワンボックス車両を購入す

ることにより、高齢者や観光客にも利

用しやすい状況を整備した。

しかしながら、コミバス利用者は年々

減少しており、また食料品の移動スー

パーの運行開始により、高齢者の利

用が減ったものと思われる。

平成30年度から免許証自主返納者

に対するコミバス乗車券の助成を始め

た。

総務課 C ①コミバス利用者数
7,644人

(H26)

5,495人

(H28)

4,853人

(H29)
7,600人 D

②
心とからだの健

康づくり施策

町民の健康の維持増進を図りま

す。若い世代から中高年までの幅

広い年代層の健康維持は、町の財

政にも大きく寄与します。心とからだ

の健康を維持増進させるため、ト

レーニング教室・ストレッチ教室や健

康相談・健康講座、特定健診や特

定保健指導、各種がん検診を充実

させることにより、成人期の健康づく

りをサポートします。

また、町民の心とからだを健康に保

つための様々なイベントを開催すると

ともに、有所見者のフォローアップの

充実を図り、町民個々のライフスタイ

ルにあった健康づくりを支援します。

心とからだの健康づくり事業 45,214 53,293 49,668

特定健診・がん検診の受診率は少し

ずつではあるが、増加している。

(H27:44.9%　H28:46.5%

H29:46.2%)

ストレッチ教室、トレーニング教室等に

より、健康づくりのきっかけになっている

と思われる。

検診有所見については、受診を勧奨

するととともに健康教室や健康相談を

実施しフォローに努めている。

健康長寿課 A
①各種健診要精密検査

受診率

70%

(H26)

84.5%

（H27）

77.2％

(H28)
80% B

③
高齢者生きが

い創造施策

高齢者が住み慣れた地域で生

きがいを持って暮らし続けられる

よう、高齢者の生きがいの創造

を支援し、高齢者の生涯学習、

社会参加、多世代交流、地域

貢献活動の機会を増やし、働け

る高齢者の雇用の促進を行い

ます。

また、高齢者が運営するサロンを

展開し、憩いの場を増やし、活

気あふれる集いの場を実現しま

す。

高齢者サロン事業 255 165 184

町広報誌へ掲載したり、人が多く集ま

る行事等で住民へ周知したことで、新

たに3箇所のサロンを開設できた。また

長寿クラブの集まりで百歳体操の啓

発などをしたことで「住民主体の通い

場」も少しずつ増えてきており、自主運

営で週1回集まり運動や交流してい

る。　しかし、仕事が忙しく集まる余裕

がないと言う住民が多い地域もあり、

人が集まらず休止状態のサロンもあ

る。まだまだサロン（通いの場）がない

地区もあるので、今後も拡大に努めて

いきたい。

健康長寿課 A
①サロンの生活圏域ごとの

設置数

3箇所

(H26)
延べ6箇所 延べ9箇所 5箇所 A

④
防犯推進施

策

明るく安全・安心なまちづくりを

行い、町民をはじめ、みなべ町を

訪れる方が安心して安全に過ご

せるよう安全対策として防犯カメ

ラの設置を行います。

防犯カメラ設置事業 0 2,372 3,129

県による補助金制度が創設されたこと

により、設置基数が増えた。

しかしながら、梅タル盗難事件もあるこ

とから、今後もカメラ増設に向けて取

組む。

総務課 A ①防犯カメラ設置台数
1台

(H26)
5台 14台 5台 A

項番

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

備考
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外部検討

委員会

施策名称 方針 事業名
H27事業

実績額(千円)

H28事業

実績額(千円)

H29事業

実績額(千円)
取組内容と成果 担当課 評価 指標 基準値 前回実績値 実績値 目標値 評　価

項番

施策・事業内容 重要業績評価指標（KPI）

備考

①LED防犯灯設置数
793基

(H26)

1,414基

(累計)

1,478基

(累計)
100% B

②街頭犯罪件数
31件

(H25)

26件

(H28)

20件

(H29)
50%削減 B

⑥

町内情報取

得の便利化施

策

情報通信基盤の整備と利活用

を推進し、町が発信する情報が

的確かつ迅速に町民に伝わるた

めの整備を強化します。また、町

民が持っている知識や情報を次

世代に伝えていく取り組みも行

います。

情報通信基盤整備・利活用推

進事業
0 0 0

清川地区内において、携帯電話の不

感地区があることから、国及び通信事

業者へ基地局設置を要望していると

ころですが、特に設置に向けての動き

が進んでいない。

なお、光ブロードバンドを活用したシス

テムを利用することにより、家屋内での

通話が可能となった。

総務課 E ①携帯電話不感世帯数
5世帯

(H26)

5世帯

(H28)

5世帯

(H29)
0世帯 E

避難行動要支援者名簿等登

録事業
0 174 64

住民福祉課

健康長寿課
B

①避難行動要支援者登

録人数

500人

(H26)

764人

(H28)

764人

(H29)
800人 B

災害時地域安心確保等協定

事業
0 0 0 住民福祉課 C

②災害時地域安心確保

協定件数

3件

(H26)
延べ3件 延べ3件 5件 C

津波避難訓練事業 0 0 0 総務課 A
③津波浸水想定区域での

避難訓練数

1回/年

(H26)

1回/年

(H28)

1回/年

(H29)
1回/年 A

津波避難誘導標識設置事業 0 0 0 総務課 D
④津波誘導表示板・誘導

標識等設置箇所数

30箇所

(H26)

28箇所

(H28)

28箇所

(H29)
100箇所 D

津波避難困難地域解消事業 9,325 102,858 136,999 総務課 A ⑤津波避難困難者数
548人

(H26)

381人

(H28)

0人

(H29)
0人 A

家具転倒防止対策事業 4 5 9 総務課 E
⑥家具転倒防止補助制

度利用者数

7人

(H26)

延べ10人

(H28)

延べ13人

(H29)
50人 C

地域自主防災組織への支援事

業
370 1,029 807 総務課 B

⑦自主防災会支援補助

制度数

1制度

(H26)

1制度

(H28)

1制度

(H29)
2制度以上 D

防災拠点機能の充実事業 415 660 0 総務課 A
⑧地域防災拠点施設の食

糧備蓄確保量

3,500食

(H26)

8,750食

(H28)

10,550食

(H29)
8,500食 A

災害初動体制の強化事業 0 0 2,830 総務課 D
⑨災害初動活動マニュアル

の作成
新規 － 作成完了 作成完了 A

情報伝達設備多機能化事業 0 0 0 総務課 D
⑩多機能情報伝達設備の

導入
新規 － － 実施 E

蓄電システム整備事業 1,056 0 0 総務課 B ⑪避難収容可能数
11,335人

(H26)

11,210人

(H28)

11,710人

(H29)
20%増 C

LEDの防犯灯については、補正対応

等による予算を確保を進め、自治会

の要望に対し、積極的に補助すること

により、相当数がLED化となった。

今後も、夜間の街頭犯罪を削減する

ため、より一層LED化を図る。

2,390 総務課 B⑤
防犯灯整備

促進施策

明るく安全・安心なまちづくりを

行うために、自治会所有の防犯

灯のLED化に対し助成を行いま

す。また、防犯灯のLED化を促

進することで街頭犯罪の削減を

目指します。

防犯灯LED設置助成事業 10,080 1,319

⑦
防災対策支

援施策

災害時に迅速に対応する体制づくり

と地域特性を活かした地域間連携

の確立を図ります。災害時要配慮

者の把握を強化し、社会福祉施設

等との協定を図るとともに、避難場

所の収容可能人数を増やすため備

蓄品や蓄電システムなどの整備を行

います。

地震発生から津波襲来までの円滑

な津波退避のための訓練を継続

し、津波避難誘導標識等の設置を

行い、町民はもとより観光客等の避

難を迅速に行います。また、和歌山

県から平成26年10月に公表された

津波避難困難地域の解消を行いま

す。

防災施策の一環として防災広場等

が計画されている地域を拠点に、広

範囲に関連する道路整備を行い、

避難行動の円滑化を図ります。

さらに、災害時における家具の転倒

を防止する対策を促進し、町民の

安全を確保するとともに、地域自主

防災組織への支援、防災拠点機

能の充実、災害初動体制の強化や

防災行政無線等情報伝達設備の

多機能化など防災体制の強化を行

います。

要支援者名簿等への登録について

は、毎月の月次処理として、新規対

象者に対し登録同意書の送付し、対

象者の把握と登録を行っている。また

対象者に対し個別に聞き取りを行い、

個人毎の状況の把握を順次進めてい

る。

災害時における地域安心確保等のた

めの協定については、新規での協定

締結に至っていないが、役場作成のハ

ザードマップや県のホームページへの掲

載など周知の拡大を行っている。

防災関係については、避難場所の収

容人数を増やすため、計画的に備蓄

食料を購入する。平成27年度には先

行型交付金を活用して蓄電システム

の整備を行った。

津波避難困難地域の解消のために、

気佐藤地内に津波避難センターの建

築した。これにより、津波避難困難者

の解消が図られた。また避難路、防災

広場の整備を平成27年度から着手

するとともに、自主防災組織の育成に

も取組み、避難訓練を毎年実施、

ハード・ソフトの両面から対策を講じて

いる。施策・事業内容の評価欄について

A：KPIの達成に向けて事業を推進し、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて事業を推進し、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて事業を推進したが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて次年度以降、事業を実施する予定である

E：KPIの達成に向けての事業推進が不順であった

外部検討委員会の評価欄について

A：KPIの達成に向けて施策等が推進され、十分な成果があった

B：KPIの達成に向けて施策等が推進され、相当程度の効果があった

C：KPIの達成に向けて施策等が推進されたが、成果が不十分であった

D：KPIの達成に向けて今後の施策等の推進に期待する

E：KPIの達成に向けての施策等の推進が不十分である


